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Abstract: This research described the present situation and issues on support for transition to 
community and living in community in the relief facility. The relief facility was provided for in 
the Public Assistance Act and then, it had accepted people with mentally disabled as "welfare" 
entry facilities for the long term under the Mental Health Act. Amid such circumstances, more 
than half of residents were still having people with mental disabled.
In Japan, the relief facility was an option of being discharged from a psychiatric hospital and 
was a place for people with mentally disabled. Also, through a questionnaire surveyed to the 
relief facility in Japan, it found that someone was “from a psychiatric hospital to a relief facility, 
and went back to a psychiatric hospital".  A number of older people with mentally disabled 
left a relief facility due to the death. On the other hand, it was revealed that some people had 
difference in age and gender, were much easier to move to community than other people. 
Moreover, they had choices the projects of not only the project of t the relief facility but also the 
Services and Support for Disabled Persons Act.




















障害者に支援を行っている施設が多いことがわかる。そして、全体の 34.8％ 2 は、救護施設に
入所する以前の居場所が精神科病院という結果も示されていて、救護施設での精神障害者支援
に注目すべきである。
















































生活保護法が施行された 1950 年の 12 月末の救護施設の数は全国で 13 ヶ所 7 であった。

















精神衛生法と生活保護法の制定された翌年の 1951 年は、精神科病院数は全国で 148 ヶ所で
あり、救護施設もわずか 18 ヶ所であったため、それぞれが十分に整備された状況になく、お
互いに補完できる関係にはなっていなかったと考えられる。日本で精神科病院と救護施設が増














日本における救護施設の数は、2018 年 1 月現在で 187 ヶ所である。今回の調査で対象とし
たのは、2018 年 1 月に入所を開始した 1ヶ所を除く 186 ヶ所の救護施設である 15。実施期間









回答のあった施設の定員数は最小が 50 名で最大が 200 名であった。うち半数の 40 ヶ所は男








最大で 92 名であった。全体の 8割を常勤職が占めている。また、福祉の専門職（社会福祉士、
精神保健福祉士もしくは両方の資格を取得しているもの）は0人から26人と大きな幅があった。





保護施設通所事業は 28 ヶ所の施設で実施されていた。居宅訓練事業は 48 ヶ所で実施されて
いた（うち 1ヶ所は事業を休止中）。一時入所事業は 59 ヶ所で実施されていた。また、居宅生
活移行支援事業（無料低額宿泊施設）は 10 ヶ所で行われている。また、その他の事業を実施














65 歳以上 75 歳未満が全体の 35.6％（1300 人、n=3649 人 17）を占めていて一番多くなっ
ている。これは男女とも変わらない年齢分布である。次いで多いのが 50 歳以上 60 歳未満
の 20.2％（738 人、n=3649 人）であるが、60 歳以上 65 歳未満は年齢の幅が 5年と他の階
層の半分であるにもかかわらず、18.5％（674 人、n=3649 人）となっている。
年齢層で男女差が生じるのは 75 歳以上の入所者数である。女性は 19.6％（301 人、
n=1538 人）を占めていて、全体の年齢層の中でも二番目に多くなっていたが、男性は全
体の 11.3％（239 人、n=2111 人）であり全体で四番目となっていた（図 2）。
図２　精神障害者入所者の年齢層（n=3649 人）
④入所時の年齢
現在の入所者の入所時の年齢は、50 歳～ 60 歳が 34.5％（1084 人、n=3170 人 18）で一
番多く、続いて 40 歳以上 50 歳未満の 20.1％（631 人、n=3170 人）、60 歳以上 65 歳未満
の 18.9％（595 人、n=	3170 人）と続く。少ないながらも 20 歳未満や 20 歳～ 30 歳未満で




入所期間は 1年以上 5年未満が 29.3％（962 人、n=3252 人 19）と一番多くなっている。
次いで、5年以上10年未満の21.0％（684人、n=3252人）であった。1年未満が11.1％（364人、




入所前の居場所で一番多いのは、精神科病院が全体の 51.7％（1926 人、n=3728 人 20）




2017 年の退所者の割合は精神障害者の入所者のうち 11.9％（471 人 23、n=3952 人）となっ
ている。退所時の年齢は、65 歳以上 70 歳未満が全体の 35.5％（167 人、n=471 人）で一
番多くなっている。次いで 50 歳以上 60 歳未満の 18.0％（85 人 n=471 人、）、75 歳以上の
－ 12 －
17.4％（82 人、n=471 人）と続く。退所時の年齢についても男女による差が生じている。
女性は 50歳未満で退所する人が全体の 21.6％（36人、n=167 人）であるが、男性は 12.2％（37
人、n=304 人）となっている。また、75 歳以上についても女性は二番目に多い 21.0％（35 人、











退所先として一番多いのは精神科病院の 24.6％（121 人、n=492 人 25）、次いで死亡の
22.9％（113 人、n=492 人）である。次いでアパート等の居宅生活の 10.6％（52 人、n=492 人）、
介護保険施設以外の老人福祉施設の 9.3％（46 人、n=492 人）、障害者支援施設等の 8.7％（43




地域移行支援を行っていた施設は 34 施設あり、対象者は 90 人で精神障害者の入所者
数 3952 人のうち 2.3％であった。そのうち男性の対象者数は 2256 人中 55 人で 2.4％、女
－ 14 －
性の対象者数は 1696 人中 35 人で 2.1％である。地域移行対象者のうち、実際に地域移行
できたのは 34 名で対象者 90 人のうちの 36.7％、うち男性は 25 人の 45.5％、女性は 9人









































介護保険施設への退所者が 5.4％、介護保険施設以外の老人福祉施設が 4.1％であったが 29、今
回の調査では、介護保険施設以外の老人福祉施設が 9.3％（46 人、n=492 人）で介護保険施設





48.7％（1926 人、n=3952 人）と 34.8％、在宅は 19.8％（781 人、n=3952 人）と 31.0％、障害
者支援施設等については 14.0％（554 人、n=3952 人）と 5.1％となっていた。『実体調査』では、
在宅からの入所の割合が精神障害者のみを対象としたときよりも大きな数字になっているが、
















の比較を行う。入所者の年齢層は、65 歳以上がしめる割合が一番多く、52.7％（248 人、n=471 人）
と 49.0％でありそれほど大きな差はない。差があったのは、40歳以上 50歳未満の 18.0％（85人、
－ 16 －
n=471 人）と 7.1％、60 歳以上 65 歳以下の 15.5％（73 人、n=471 人）と 23.1％である。退所
する人の割合は若干だが精神障害者の方が年齢層が低くなっていることがわかる。
図 11 は今回の全国調査の結果から、入所者の年齢層別の退所率を年齢別でみたグラフであ
る。一番退所率が高いのが 30 歳以上 40 歳未満で 24.2％（16 人、n=66 人）の退所率であった。
次いで 40 歳以上 50 歳未満の 16.9％（54 人、n=319 人）、20 歳以上 30 歳未満の 12.5％（3 人、
n=24人）であった。入所者の年齢層の偏りもあるが、女性の場合 20歳以上 30歳未満は 30.0％（3
人、n=10 人）、30 歳以上 40 歳未満は 30.4％（7 人、n=23 人）、40 歳以上 50 歳未満が 19.4％
（26 人、n=134 人）となっていた。また、75 歳以上が 11.1％（35 人、n=307 人）となっていて、
男性の場合は、30 歳以上 40 歳未満が 20.9％（9 人、n=43 人）で一番多く、次いで 75 歳以上
の 17.8％（44 人、n=247 人）、そして 40 歳以上 50 歳未満の 15.3％（28 人、n=183 人）となっ
ている。そして、男性の場合は 20 歳以上 30 歳未満の退所者はいなかった。
図 11　入所者に対して退所者の年齢がしめる割合
図 12 は 2017 年に救護施設の退所者の入所時の年齢と退所時の年齢を比較したものである。
入所者数が多いのは 50 歳以上から 60 歳未満（144 人）、退所は 65 歳以上（166 人）が多くなっ































施設Bはすべて死亡による退所であった。年齢層は 6人とも 60 歳以上であった。入所
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2014 年度には 6432 ヶ所であったが、2017 年度には 7590 ヶ所となっている。
　　https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/fukushi/17/dl/kekka-kihonhyou02.pdf
　　2018 年 11 月 15 日アクセス
29　全国救護施設協議会（2014）前掲 .p.71
30　全国救護施設協議会（2014）前掲 .p.47.
31　全国救護施設協議会（2014）前掲 .p.44.
〔本稿は、2017 年度立教大学学術推進特別重点資金（立教 SFR）大学院学生研究「生活保護制
度を通した精神障害者の支援」（研究代表者：酒本知美）の研究成果の一部である。〕
